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保育ソーシャルワークに関する研究動向

山本佳代子
Kayoko YAMAMOTO

研究ノート

　本稿では国内で発表された2000年以降の保育ソーシャルワークに関する研究動向を概観し、主に保育
所におけるソーシャルワーク機能について、実践レベルで今後どのように保育ソーシャルワークが展開
されていくべきかについて考察を行うことを目的とした。
　保育所には入所児童とその親に加え、地域の子育て家庭を対象に保育指導、子育てに関する相談、情
報提供、関係する専門機関等との連携といったソーシャルワーク機能を有する必要性が求められている。
実践においては、これまでの保育の専門性を基盤とし、ソーシャルワーク視点やアプローチの方法論を
活用することが有効であると考えられた。しかし、近年では保育所のみでソーシャルワークを行うこと
についての疑問や限界についても議論されており、保育ソーシャルワークのあり方については未だ十分
な議論や見解に至っていないことも明らかになった。
　これらをふまえ、保育所でのソーシャルワーク実践の可能性について、①保育者による子どもや家族
に対するアセスメントスキルの向上、②組織的体制をもったソーシャルワーク支援の必要性について提
言した。

キーワード：保育ソーシャルワーク、保育所、実践

はじめに
　少子社会への危惧と共に、家庭における子育て
に支援の必要性が顕在化した。それらの背景には
子どもと家庭を取り巻く環境の変化があり、社会
や家族のあり方の変容のもと地域に育つ子どもの
成長発達を促すためにも多様な支援の枠組みが施
策として創出されてきている。1994年の「今後の
子育て支援のための施策の基本的方向について」

（エンゼルプラン）および「当面の緊急保育対策
等を推進するための基本的考え方」（緊急保育対
策等五か年事業）等、保育サービスの整備充実を
含んだ施策が発表され、現在に至るまで子育て支
援に関連した施策が推進されている。児童福祉法
では1997年改正時において、保育所に相談・助言
機能が組み込まれた。ここでは「保育所に勤務す
る保育士は、乳児、幼児等の保育に関する相談に

応じ、及び助言を行うために必要な知識及び技能
の修得、維持に努めなければならない」とされ、
地域の子育て支援に際し、保育所の取組が明記さ
れた。続く2001年改正では保育士は国家資格とな
り、「専門的知識及び技術をもって、児童の保育
及び児童の保護者に対する保育に関する指導を行
うことを業とする者」と定義された。これらの施
策の流れは、地域子育て支援の一つの拠点として
保育所が位置づけられたこと、また子育て支援の
中核を担う保育士の質的向上を意図したものと考
えることができる。保育所には、入所児への保育
だけではなく、その家庭への支援を視野に入れる
こと、さらに恒常的に保育所を利用しない地域の
子どもや保護者に対する支援を担うという役割が
付加された。
　一方でこのような子育て支援の潮流は、保育や
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子育て家庭の抱える多様なニーズに関する知識や
援助技術を保育所に求めることとなった。それら
はソーシャルワークの視点や技術であり、従来の
保育技術や専門性に付加されたものととらえるこ
ともできる。保育とソーシャルワークをテーマに
した論文は2000年頃から発表されるようになり、
伊藤（2011）は定義やその内容に一致した見解は
ないものの、学際的領域である「保育ソーシャル
ワーク」への関心が近年高まってきていると述べ
る。保育におけるソーシャルワーク実践の意義は、
目の前の子どもに焦点化されず、彼らが育つ一義
的な環境である家庭、そして地域へとその視野が
拡大し、支援にあたれることにある。乳幼児期は
人生の初期であり、成長発達に重要な時期である。
その基盤を支えるしくみを生み出すことは長い子
育てのスパンに大きな意味を持つと考える。しか
しながら、現代の多様化・複合化した子育てニー
ズ、そしてそれらに応じた支援は困難な側面を併
せ持つ。これらの課題にどのようにソーシャル
ワーク機能を発揮し実践を展開すべきかについて
は、多角的な検討を要する。理論や理念だけでは
なく、実践的にソーシャルワークを保育現場で活
用していくための方法論を検討していく必要があ
るであろう。
　本稿では国内で発表された2000年以降の保育
ソーシャルワークに関する研究動向を概観する。
その上で、保育所および保育士に期待された地域
子育て支援に対し、実践レベルで今後どのように
ソーシャルワークが機能していくべきかについて
考察を行うことを目的とする。

１．保育ソーシャルワークに関する先行研究の概要
（１）研究の動向
　保育ソーシャルワークに関する先行研究を検討
するため、国立情報学研究所の学術情報ナビゲー
タCiNiiを用いて、データベース検索を2012年12
月に行った。検索に用いたキーワードは「保育」

「ソーシャルワーク」の二つとした。
　上記の方法でキーワード検索を試みた結果、研
究機関等が発行した紀要や論文集を中心に75件が

該当した。そこからタイトル等に関連キーワード
が含まれていないもの、報告書等を除いた48件の
先行研究について、それぞれの論文等の発表年と
研究論文等に付されたタイトルのキーワードを整
理した。
　まず48件の研究論文の発表年は表１のとおりで
あった。2000年から発表され、2005年以降は平均
５件程度である。1990年代後半から2000年半ばに
かけて、子育て支援施策の進展および児童福祉法
の改正による保育所や保育士の役割の明記、子育
て支援事業の法定化が研究件数に影響を与えてい
ることが推測される。また、2000年代以降は「気
になる子ども」と称される、障害の有無は明確で
はないが、保育者から見て「気になる」と表現さ
れる子どもへの支援に関する研究論文も増加して
いる（石井2010）。気になる子どもを対象とした
研究の多くは障害のある子ども、加えて障害の診
断はついていないが疑いのある子ども、そして子
どもに対する問題意識を強くもたない保護者の現
状を示唆したものが多い。外発的な保育所におけ
る地域を含めた「子育て支援」への取り組みの要
請と、保育所を利用する子どもの最善の利益への
保障に伴う、保護者ないしは家庭への支援の重要
性といった内発的動機がソーシャルワークの活用
と関心を高めてきたと考えられる。
　次に、発表された論文タイトルに使われている
キーワードを概観する（表２）。「保育士」、「保育
ソーシャルワーク」が多く、続いて「保育所」、「子
育て支援」と続いた。先行研究では保育所の保育
士を対象とし、ソーシャルワークを論じていると
いう特徴があると考えられる。
　また、発表された論文のレビューから、研究内
容として取り上げている主なテーマには、保育
ソーシャルワークが求められるようになった背
景、保育所がソーシャルワークを担うことに伴う
現状と課題、具体的なソーシャルワーク支援を保
育所ないしは保育士が実践する方法論、養成課程
におけるソーシャルワーク教育の必要性等に関す
るものが見られた。
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（２）保育とソーシャルワーク
　保育実践におけるソーシャルワークの必要性を
説明するキーワードは、近年の「家族や地域の変
化」、それに伴う親や地域の「養育力低下」で概
ね共通している。これらを背景に地域の子育て支
援拠点として、保育所が従来から発揮してきた専
門性を軸に、子育て支援にソーシャルワーク視点
をもった支援を期待されていると考えることがで
きる。ここでいう保育所における「従来の専門性」
とは、例えば「保育が欠けている子どもに対して
親や家族が行うべき保育を代替・補完するもの（松
本2007）」としての役割、また①保護者の就労支援、
②子どもに対する養護、③教育を通して保育技術
を地域社会・住民へ提供するといった機能（土田 
2011）等と説明される。保育所による支援の対象
についてはいくつかの先行研究で一致した見解が
見られ、これまでの保育は乳幼児がその主な対象
として専門性が積み上げられてきているが、現在
では保護者やその家庭、さらに地域へと支援対象
が拡大したと見なされている。また、従来の保育
を「ケアワーク」と表現し、それに比して「ソー
シャルワーク」用語を用いた文献も散見される（例
えば今堀 2002・土田 2006）。
　このような保育所の「従来の専門性」に加え、
児童福祉法改正時に保育所については保育に関す

る相談や助言を行うために必要な知識・技能の修
得等が位置づけられたことについてはすでに述べ
た。さらに2003年にまとめられた次世代育成支援
施策に向けての報告書においては、その一つのポ
イントとして「保育所のソーシャルワーク機能の
強化」があげられた。また2008年には保育所保育
指針改定が行われ、保育所の社会的責任の明示と
保護者支援が新たに盛り込まれている。保護者支
援の章では、入所児の保護者に対する支援と地域
における子育て支援に関する内容であり、保育所
内から外部へ保育実践の拡大が示されていると考
えられる。
　しかしソーシャルワークの定義をそのまま従来
の保育にあてはめることには違和感を持つ。伊藤

（2006）は保育ソーシャルワークを「保育実践及
び保護者支援・子育て支援にソーシャルワークの
知識と技術・技能を応用しようとするもの」とし
ながらも、「ソーシャルワーク論の保育への単な
る適用ではなく、保育の原理や固有性を踏まえた
独自の理論、実践」を構築する重要性を説いてい
る。新たな支援の枠組みの必要性から従来の保育
の専門性に上乗せをするという認識だけではな
く、社会福祉専門職としての保育士実践を「保育
ソーシャルワーク」として構築するうえで、これ
までの実践を捉えなおし、丁寧にそれらを意味づ
けていく作業が必要とされる。井上（2010）は先
行研究レビューを通し、保育士が行うソーシャル
ワーク活動は、主に保護者を対象とした「ケース
ワーク」「グループワーク」「コミュティワーク」
としてとらえられていることを述べている。いず
れにしても現状では、保育所に子育て家庭に対し、
ケースワーク、グループワーク、コミュニティワー
ク、ネットワークといったソーシャルワークにか
かわる技術が求められていること言える。

表１　保育ソーシャルワークに関する論文発表年（件）
2000年 2001年 2003年 2004年 2005年 2006年

１ １ ０ ２ ６ ３
2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年

６ ６ ５ ６ ６ ５

表２　論文タイトルに用いられたキーワード（件）
保育士 17
保育ソーシャルワーク 16
保育所 12
子育て支援 ７
養成 ６
ソーシャルワーク機能 ５
家族 ４
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２．実践へのアプローチ
　保育にソーシャルワーク機能が求められている
とするならば、この機能を保育所において「保育
ソーシャルワーク」という独自性をもたせ、いか
に展開させていくべきかを問うことが課題とな
る。先行研究では、子どもとその家族への保育実
践における、ソーシャルワーク視点や方法論を検
討した研究として伊藤ら（2008）、今堀（2002）、
土田（2006）、鶴（2006）等がある。
　2008年の保育所保育指針改定に際し、「保護者
支援」は重要な位置づけをもった。伊藤ら（2008）
は、この保育所保育指針に基づく「保護者に対す
る支援」に焦点化し、強化すべき課題を検討して
おり、指針に見られるソーシャルワーク機能のポ
イントについて、①子どもの最善の利益を中核と
し、個別性、受容、自己決定、秘密保持、連携・
調整などソーシャルワークの基本原則をも意識し
た実践、②支援計画や体制を作りなど組織で取り
組む体制、③地域のフォーマル・インフォーマル
な社会支援との連携をあげている。さらに保育所
による家族支援の実態について調査を実施し、保
育士は子どもや保護者との日常のコミュニケー
ションを通して「家庭と保育所の生活の連続性や
信頼関係の構築性を重視していることが確認でき
た」とし、保育所に入所している子どもとその保
護者に対する支援の視点が明確であることを明ら
かにしている。しかし一方で、アセスメントに基
づき支援計画を立案することや必要に応じて他機
関と連携するための「調整機能」「運営・管理機能」
については課題が残ると指摘している。
　子どもあるいは保護者をアセスメントし、そこ
から支援課題を読み取るという一連のプロセスは
ソーシャルワークに必須のものである。今堀

（2002）は、子どもと親とのコミュニケーション
時の「観察」が重要であるとし、そこからソーシャ
ルワークの展開過程である問題の発見、アセスメ
ント、プランニング、実施、モニタリング、評価
のプロセスをたどるとする。特に、アセスメント
には子どもと家族の「生活の全体性」を理解する
ことの意義が含まれると説く。さらに、保育所と

地域に存在する施設や機関等の社会資源と共に子
育てを協働で担うためのはたらきかけの必要性を
述べている。今堀の見解は、ソーシャルワークが
これまでの保育実践と無関係ではなく、保育の専
門性を基盤に子どもや保護者、地域との連携のあ
り方をソーシャルワーク視点から再考する立場に
あると理解できる。
　関連して鶴（2006）も、保育方法ないしは保育
内容とソーシャルワークが分離した状態で議論が
なされていることを指摘し、保育所保育にソー
シャルワークを組み込むモデルとして、解決志向
型の家族ソーシャルワークおよび行動ソーシャル
ワークを統合した実践モデルを提示している。
ソーシャルワークのモデルとアプローチは支援の
手掛かりとして多様な事例で用いられており、そ
れを保育実践に導入するというものである。現状
ではアプローチが困難な子どもや保護者の支援に
関して、ソーシャルワークの具体的な枠組みを示
した研究等はあまり見られない。特に行動理論を
ベースにした実践は、障害のある子どもや気にな
る子どもが保育場面で示す多様な行動に対する理
解と支援の視点を提供する（藤原他 2005）。この
ようなモデルは、通常保育士が観察をとおして理
解している子どもと保護者の状況を理論的にとら
えなおすフレームとして積極的な活用が可能であ
ると言える。
　また土田（2006）は、保育実践におけるエコロ
ジカル・パースペクティブの有効性を述べる。子
どもは家庭、保育所をはじめ様々な生活環境を有
しており、それぞれの複雑かつ多面的な関係性、
生活の連続性等をふまえ子どもをとらえる視点が
必要とされる。すなわち従来の保育において強調
されがちであった、目の前の子どもにのみ焦点化
されず、子どもや家族を取り巻く環境という視点
からとらえ、実践する枠組みの提供である。さら
に土田はエコロジカル・パースペクティブに基づ
く保育実践事例を分析し、ケアワークやソーシャ
ルワーク等の機能を分化している。具体的には、
子どもへの支援、子どもと親への関係性への支援、
親支援は「保育技術」、専門職との連携、コミュ
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ニティへの介入は「ソーシャルワーク」の機能と
いうような位置づけである。
　以上を概観すると、保育ソーシャルワークを実
践していく上で、一つのポイントとして理解でき
ることは、子どもや保護者の生活全体をエコロジ
カルな視点でとらえ、理解するためのスキルを保
育者が修得することの必要性である。それは普段
の保育における丁寧な観察やコミュニケーション
等を通したアセスメントの方法であると言える。
中村（2007）は構想の段階ではあるが、保育所保
育士のアセスメントスキルトレーニングのため、
子どもと家庭を包括的かつ統合的に理解するため
のアセスメントツールを提示している。また上述
した土田（2006）や鶴（2006）の論文も、それら
への具体的なフレームを与えるものである。これ
からは保育ソーシャルワークの必要性が論じられ
るだけではなく、現場実践で活用ないし応用でき
る手段の検討、開発が必要であると考えられる。
目の前の子どもに焦点化されず、「生活」そのも
のに着目し「環境の中の子ども」として多角的に
とらえるまなざしを向けるためには、現場実践に
携わる保育者のアセスメント力の向上が不可欠で
あろう。
　また、保育ソーシャルワークに関連する文献に
おいて指摘される課題として「連携」がある。地
域のフォーマル、インフォーマルな社会資源との
連携は、保育所が地域子育て支援を担う上でこれ
まで以上に求められてきていると言える。石田ら

（2004）は、保育士を対象とした意識調査から、ソー
シャルワーク援助の基盤となる連携のあり方につ
いて検討している。結果として、保育所の意識と
して「保健所・保健センター」「福祉事務所（家
庭児童相談室）」「児童相談所」「医療機関」「他の
保育所」「小学校」などのフォーマルな社会資源
との連携の必要性は高く、「子ども会」「育児サー
クルなどインフォーマルな社会資源については相
対的に低かったことが報告されている。また、自
由記述からは連携の大切さを示す意見がある一方
で、「連携の困難さ」「市町村との関係」「地域啓発」

「地域人々の協力」が課題となっていた。保育ソー

シャルワークに関連した先行研究の多くが保育所
と地域社会資源との連携の必要性をとりあげてい
るが、その具体的な連携のあり方を示したものは
あまり見当たらない。これらは保育所を含む地域
の子育て支援機関、施設、団体との関係性に地域
間でばらつきがあることが推測される。また、
2008年の児童福祉法改正では多くの保育所が実施
する地域子育て支援センター事業とつどいの広場
事業が統合される等、地域で子育て支援を担う場
も拡大してきている（山縣 2010）。保育所が子育
て支援施設として地域の中でどのような位置づけ
がなされているか、またネットワークをどのよう
に形成しているかについては先行研究から明確に
することはできなかった。後者については、地域
福祉の視点やコミュニティワーカーとして保育所
が地域の社会資源の連携・協働、または資源の開
発などを担う中心的な存在になり得るかどうかと
いった、保育ソーシャルワークの方向性にかかわ
る問題であると考える。このことについては、後
述するが、保育ソーシャルワーク実践としてどの
程度まで地域支援が可能かということについては
議論が必要とされるであろう。

３．保育ソーシャルワークの方向性
　先行研究からは、これからの保育は入所児だけ
ではなく、保護者に対する支援、地域の子どもや
保護者に対する支援を視野に入れ、保育指導、子
育てに関する相談、情報提供、必要に応じて関係
機関・関係者との連携等といったソーシャルワー
ク機能を有する必要性が求められてきた経緯が確
認できる。しかし、これら保育ソーシャルワーク
をどのように活用し、展開していくかということ
については、未だ十分な議論や見解に至っている
とは言えないようである。先行研究では、保育ソー
シャルワークの充実に向け、保育所ないしは保育
士が意識を高め、さらに知識や技術を向上させる
ことを課題としてあげている研究がある（例えば、
今堀 2002、石田 2004、松本 2007）。一方で、特
に地域の子育て家庭を対象とした支援に際して
は、保育所がソーシャルワークを担うことについ
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て、その限界や疑問を呈する見解も見られる。
　山縣（2010）は保育所および保育士が地域子育
て支援を実践する際の課題について、子育て支援
の施策の推進において多様な地域の社会資源が子
育て支援を担うようになったこと、その中で保育
所の強みが実践で求められるものとのずれが生じ
てきていること等を述べる。ここでは、保育士の
業務は子どもの育ちへの支援が中心であるとい
う、本来の保育所機能を強調する立場で論じられ
ている。そのうえで、相談援助技術や地域福祉視
点といったソーシャルワークは保育所のみで担う
ことは困難であり、むしろ保育士が中心的職種と
して実践する必要性はないと結論付けている。
　また土田（2010）は保育所におけるソーシャル
ワークについて、保育士が日々の保育（ケアワー
ク）を担当し、クラス担任等をもたない施設長等
がソーシャルワーク支援を担うというように、保
育所内での役割を明確化した実践の可能性を示唆
している。これは保育士が担うソーシャルワーク
にとらわれず、組織的に保育課題に取り組む体制
のあり方を提示するものと考えられる。さらに土
田（2011）は、基本的にケア専門職である保育所
ワーカーに、地域全体を視野に入れた支援を期待
することの妥当性について問題提起する。土田は
保育所で実施できる地域子育て支援機能は「基本
的に保育所がもつ専門技術（ケアワークを含む保
育技術、乳幼児に関する知識等）」の提供である
とし、保育所のみで解決が困難な場合はネット
ワークを利用して支援にあたるとする。この見解
は、地域福祉の展開がこれまでにない保育技術と
して付加されたとしながら、現実には従来の保育
の専門性の範囲内で外部へ向けた支援が行われて
きたこと、またその支援は親子遊びや保育指導等

「従来の保育の専門性」を通して利用者に一定の
効果をもたらしていることから説明できる（新川 
2010）。加えて土田は、保育所におけるソーシャ
ルワークは日々の保育におけるケアワークを基盤
としたうえで、子どもと保護者の関係性、保護者、
地域社会に働きかけるものとし、児童相談所等の
専門機関がもつソーシャルワーク機能とは境界が

あることを示唆する。これら保育所でのソーシャ
ルワーク実践への課題や疑問に関する先行研究か
らは、今の保育所において発揮でき得るソーシャ
ルワークを明確にし、かつ地域の他の社会資源と
いかに子育て支援のネットワークを形成すること
ができるかという方向へ視点が向けられていると
考えられる。
　このように、いわば保育の専門性を基盤とした
実践へと回帰する傾向の一要因は、1990年代後半
以降、保育所が地域子育て支援拠点として位置づ
けられたものの、保育所が中心となってソーシャ
ルワークを担うための具体的な実践のあり方が十
分に検討されず、保育技術と知識を駆使した支援
が展開されてきたことにあるのではないだろう
か。井上（2010）は保育士が行うソーシャルワー
ク活動に関連した先行研究の分析において、文献
の執筆年が新しくなるほど、ケースワークやグ
ループワークといった直接援助技術に限定された
議論が多くなること、またコミュニティワークと
しての地域づくりでは現状変革を目指すものよ
り、既存の資源の連携を図ることにとどまる志向
性が多くなることを述べる。これはソーシャル
ワークの追究というよりむしろ、現状で保育所が
実践可能な取り組みへと舵をとりつつあることの
表れとしてとらえることができるかもしれない。
保育者は、多様なニーズのある子どもと保護者と
かかわるための支援に必要な知識や技術を修得す
る姿勢を示しつつも、従来からの保育技術を基盤
とした実践を担い、ソーシャルワーク機能につい
ては専門職を配置するなど外部化を図ることも

（山縣 2010、土田）、今後の方向性の一つとして
検討が可能ではないかと考える。
　一方、保育ソーシャルワークの方向性を考える
上で、保育実践でのあり方と並行し、これからの
保育を支える人材の教育について検討する必要性
もある。保育士の養成課程における教育のあり方
を提言した研究としては、家庭や地域をターゲッ
トした支援に要する知識技術を習得するため、教
育課程における具体的な科目について教授法を探
求したものがある。特にソーシャルワーク理解の
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促進では「社会福祉援助技術」科目を演習形態で
実施する上での教授展開の検討や課題提示（上村 
2005・松本 2007）、地域基盤のソーシャルワーク
実践力を目指した学生参加型子育て支援推進教育
プログラムの開発（長谷中 2009）、養成課程にお
ける記録・面接技術のあり方（安藤 2010）等が
ある。現代の子育てニーズに対応すべく、養成段
階において実践の基礎的力量を形成することは、
保育所におけるソーシャルワーク機能に効果をも
たらすと考えられる。しかし、現状の保育士養成
課程は大部分が２年課程であり、保育の専門的技
術・知識を中心としたケアワークに加え、ソーシャ
ルワークを教授することは大きな課題となってお
り、４年課程での養成を視野に入れた見直しの必
要性なども提示されている（松本 2007）。
　以上のように保育ソーシャルワークの方向性に
ついて先行研究を概観すると、比較的近年の文献
では従来の保育の専門性を基盤としつつ、子ども、
保護者、地域へ向けた支援を行い、保育所のみで
は解決が困難なケースについてはネットワークを
通して地域の社会資源との連携を通じて支援にあ
たるという見解が見られた。ここでは、保育所が
子育て支援拠点として、中心的な役割を担うとい
うよりは、子どもと家庭に関する専門性を備えた
機関等と協働してかかわっていくといった支援の
あり方を想定することができる。また、ソーシャ
ルワーク機能を外部化する等、新たなシステムを
構築する可能性を模索することも一つの方向であ
ろう。その一方で、保育所を利用する子どもと家
庭の多様なニーズに対応すべく、保育者の研修や
リカレント教育を通し、知識や技術等の研鑽をサ
ポートする体制の整備も必要とされ、養成課程に
おけるソーシャルワーク教育の整備充実と両輪と
なって保育実践の質的向上を図ることが求められ
る。

４．考察
（１）多様なニーズへの対応とソーシャルワーク
　家庭や地域の養育力低下など子どもの育つ環境
の変化の中で、保育所がかかわるケースにも困難

を伴う事例が増加してきている。例えば、保育者
から見て「気になる」と表現される子どもへの対
応がある。久保山ら（2009）の調査では、保育者
にとって「気になる子ども」は、発達障害が想定
されるもの、無気力な子ども、被虐待の疑いがあ
る子ども、アレルギーのある子ども等多岐にわ
たっていたことを報告している。また近年改めて
子どもの貧困問題がクローズアップされるなど、
家庭の生活課題と子どもの育ちの関連性が注視さ
れている。経済的ゆとりのなさが育児不安の育児
不安の要因となり得ることや（山本 2008）、ひと
り親家庭の増加による支援の必要性（吉田・松井 
2009、湯澤 2010）など保育所を利用する親子の
抱えるニーズは多様化し、保育所が直面する支援
課題は複雑化していることが考えらえる。保育
ソーシャルワークはこれら具体的な実践に寄与す
ると思われるが、関連する先行研究を概観するか
ぎりでは事例研究のデザインをとってソーシャル
ワークを論じたものは多くなく、また他の保育領
域におけるそれぞれの支援課題については、例え
ば「虐待」「障害児保育」など独自に追究されて
いる感がある。これらは「保育所」における子ど
もと家庭への支援というカテゴリーでは共通して
いるはずである。
　鶴（2006）は保育所保育指針をもとに、子育て
支援の区分および種類を①入所児童の多様な保育
ニーズへの対応（障がいのある子どもの保育、延
長保育・夜間保育など、特別な配慮を必要とする
子どもと保護者への対応）、②地域における子育
て支援（一時保育、地域活動事業、乳幼児の保育
に関する相談・助言）と整理している。そのうえ
で、保育所保育と子育て支援が別個のもののよう
に扱われていること、各原理や方法が拡散してい
ることを指摘する。保育所におけるソーシャル
ワークの共通した見解は未だ成立していないと考
えられるが、保育ソーシャルワークが政策に基づ
く理念で終わるのではなく、個々の丁寧な事例分
析から、実践においてどのように機能させていく
べきかを検討するべきであろう。それらはソー
シャルワークのプロセスを通して、その効果や課
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題についてエビデンスを積み上げる作業であり、
そのために子どもと家庭理解のためのアセスメン
トシートの開発や支援に際してのスーパーバイズ
の仕組みなど、日常の保育を通して保育者の取り
組みを可能とする環境を検討する必要がある。
　また、保育所だけで解決が困難なケースについ
ては他の社会資源との連携が重要な課題となる。
例えば保育所の多くは障害や発達に特別な配慮を
要する子どもへの支援等において巡回相談やコン
サルテーションを利用している（高野・高木 
2009、半澤ら 2012）。保育所が子育て支援として
保育所内から外に専門性を開くと同時に、保育所
のみでは解決できない部分については外部から積
極的に専門性を取り込むという、より柔軟な発想
が求められてくると考えられる。それらが巡回型
かあるいは保育所に配置されるか等の詳細につい
ては別稿に譲るが、「ソーシャルワーク」として
エコロジカルな視点からソーシャルワークの展開
を図る人材が保育所支援を担う可能性について検
討する必要があると考えられる。

（２）保育ソーシャルワークのこれから
　最後に保育ソーシャルワーク研究の動向をふま
え、今後の保育ソーシャルワークが実践レベルで
どのようにソーシャルワークが機能していくべき
かについて考えたい。
　保育所には保育所を利用する子どもへの保育だ
けではなく、その家庭への支援を視野に入れるこ
と、さらに恒常的に保育所を利用しない地域の子
どもや保護者に対する支援を担うという役割が制
度的にも位置づけられた。この間、「保育ソーシャ
ルワークとは」という命題のもと様々な議論がな
されてきたが、近年では「ソーシャルワーク」理
論等をそのまま保育所に取り込み実践をするとい
うより、保育所の主要な対象はあくまで「保育に
欠ける」子どもであり、従来からの保育技術を基
盤として展開されるものという見解も見られる。

「保育におけるソーシャルワーク」のあり方につ
いては今後も追究を必要とするテーマであるが、
その一つの提言として保育所における実践の可能

性を含むものとして、二点をあげたい。
　まず保育士については、従来の専門性を活かし
ながらも子どもと家庭の生活に着目するエコロジ
カル視点、子どもや保護者の気になる行動を理解
するための行動分析学視点など、保育に実践フ
レームを用いるなど、アセスメントスキルを向上
させることが保育実践の質の向上に有効であると
考える。土田（2011）は「保育所でのソーシャル
ワーク支援は、保護者と子どものセットを子ども
の権利擁護に欠かせない基本単位として捉え、か
つ自らは権利擁護の術をもたない子どもの主体的
側面にたち、その権利を保障する」と述べる。保
育者は日々の保育において、不適切な養育に置か
れた子ども、そしてその保護者と向き合う機会が
少なくない。生活の中にある親子をどのようにと
らえ、かかわっていくか、そのためには適切なア
セスメントが必要とされる。それらのスキルは保
育者への研修、またこれまでの実践をソーシャル
ワーク視点から再度意味づけすることを通して実
践に取り込むことが可能であると考える。
　次に保育所が組織的体制を整えることである。
望月ら（2008）は児童虐待を疑った子どもに遭遇
した保育士の調査研究から、保育士に対して精神
的サポートが必要であることが示唆されたとして
おり、保育士間の虐待に関する認識の共通理解等
と含め、検討課題としてあげている。保育所での
保育はクラス担任制で行われることが一般的であ
るが、解決困難な問題に対し、保育士個人のみで
取り組むことはリスクを高める。今堀（2005）は
子どもだけではなく家族に対してもアプローチが
必要となる場合は、組織的展開をすべきであると
述べ、スーパービジョンを実践に位置づける有効
性について主張する。保育ソーシャルワークを進
めていくには、組織として子どもと保護者支援に
対する共通認識を持ち、問題について全体で取り
組む体制が必要とされるであろう。また、所内で
もクラスを担当しない施設長等が生活課題等を抱
える保護者への相談援助を担い、外部の機関との
コーディネートやネットワーク化などソーシャル
ワーク機能を担うなど（土田 2010）、組織内での
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役割分担を明確にすることも円滑な支援へとつな
がるかもしれない。加えて、すでに上述したがソー
シャルワーク機能を外部から取り込むという形
で、心理士等の巡回相談やスクールソーシャル
ワーク制度等をモデルにし、新たに保育領域で
ソーシャルワークの専門性を活かすことができる
システムを構築の検討が可能ではないかと考え
る。

おわりに
　本稿では保育ソーシャルワークに関する研究動
向を概観した。先行研究からは、保育においてソー
シャルワークの必要性が認識されつつも、保育所
で実践可能なソーシャルワークのあり方について
は模索が続いていると言える。「保育に欠ける」
子どもと保護者を支援の主な対象としてきた保育
実践において、地域の「保育に欠けない」子育て
家庭をも対象としたソーシャルワーク機能を発揮
することの妥当性、また特別な配慮を必要とする
子どもや家庭への支援におけるソーシャルワーク
については、今後も議論が必要とされる。このこ
とは、いわば保育実践における独自の「保育ソー
シャルワーク」として、そのあり方を再考してい
く必要性を示唆するものであると考えられる。
　現代の子どもと家庭への支援に際しては、子ど
もの発達面だけでなく、生活の全体性をとらえる
視点が求められる。保育者もその重要性を認識し、
保育ソーシャルワーク実践への意識化がはかられ
ていくことが必要である。しかしながら、これら
は保育所の努力にのみ委ねられるのではない。保
育士養成課程におけるソーシャルワーク教育の充
実、卒業後のリカレント教育や研修体制の確立、
そして地域の子育てにかかわる機関等からのサ
ポーティブなはたらきかけ等、保育ソーシャル
ワークが効果的に実践されていくためのシステム
作りが保育ソーシャルワークの実現に不可欠であ
ると考えられる。本稿では用いた文献数にも限り
があり、今後の保育ソーシャルワーク実践につい
ては提言に留まっている。今後は保育ソーシャル
ワーク実践の具体的内容やシステム構築等につい

て、保育実践の分析等をとおし検討を深めていき
たい。
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Upcoming Trends of Social Work in the Child Care Field

Kayoko YAMAMOTO

This paper will take a general view of the research trend regarding child care social work published in Japan 

after 2000, We mainly aimed to examine how child care social work should develop at a practice level in the 

future, particularly with regards to social work functions in child care centers,

In addition to children who are admitted to the child care centers and their parents, the following social work 

functions are required in child care centers: 1) Child care guidance that is targeted at families with children in the 

area; 2) Consultation concerning child care; 3) Information provision; and 4) Cooperation with relevant specialized 

agencies, In practice, it has been thought that taking advantage of social work perspective and approach 

methodology based on the conventional speciality of child care is effective, However, in recent years, there have 

been discussions about the doubts and limitations on conducting social work in only child care centers, It has also 

been revealed that there haven't been enough discussions and opinions about the role of child care social work,

Based on these, two points regarding the possibility of social work practice in child care centers were 

suggested: 1) Improvement of caregivers' assessment skills for children and their families; and 2) The need for 

social work support with an organizational structure,

Key-words: Child care social work,  Child care center,  Practice




